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第24回新しい資本主義実現会議議事録 

 

（開催要領） 

１．開催日時：令和６年２月27日（水）16:00～17:00 

２．場  所：総理大臣官邸２階大ホール 

３．出席委員： 

議長  岸田 文雄   内閣総理大臣 

副議長 林  芳正   内閣官房長官 

副議長 新藤 義孝   新しい資本主義担当大臣 

鈴木 俊一   財務大臣兼金融担当大臣 

翁  百合   株式会社日本総合研究所理事長 

川邊健太郎   LINEヤフー株式会社代表取締役会長 

小林  健   日本商工会議所会頭 

澤田 拓子   塩野義製薬株式会社取締役副会長 

渋澤  健   シブサワ・アンド・カンパニー株式会社代表取締役 

諏訪 貴子   ダイヤ精機株式会社代表取締役社長 

十倉 雅和   日本経済団体連合会会長 

冨山 和彦   株式会社経営共創基盤グループ会長 

平野 未来   株式会社シナモン代表取締役Ｃｏ－ＣＥＯ 

松尾  豊   東京大学大学院工学系研究科教授 

村上由美子   MPower Partners GP, Limited. ゼネラル・パートナー 

米良はるか   READYFOR株式会社代表取締役ＣＥＯ 

柳川 範之   東京大学大学院経済学研究科教授 

芳野 友子   日本労働組合総連合会会長 

 

（議事次第） 

１．開 会 

２．議 事 

物価上昇を上回る持続的な構造的賃上げの実現に向けた課題と方向性  

３．閉 会 

 

（資料） 

資料１    基礎資料 

資料２    論点案 

資料３    翁委員提出資料 

資料４    川邊委員提出資料 
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資料５    小林委員提出資料 

資料６    渋澤委員提出資料 

資料７    冨山委員提出資料 

資料８    新浪委員提出資料 

資料９    柳川委員提出資料 

資料１０   芳野委員提出資料 

資料１１   金融担当大臣提出資料 

   

 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ただいまより「新しい資本主義実現会議」を開催いたします。 

 本日は、物価上昇を上回る持続的な構造的賃上げの実現に向けた課題と方向性について

御議論いただきたいと思っております。 

 事務局資料は事前に御説明をしていますので、説明は省略します。 

 それでは、順に御発言をお願いしたいと思います。 

 まずは翁委員、お願いいたします。 

○翁委員 

 資料３を御覧ください。 

 人手不足の深刻化は企業経営の転換を迫っており、日本経済の変革をさらに進める好機

と考えております。既往ピークの株高という日本企業変革への内外投資家の期待に応え、

人への投資等による潜在成長率向上につなげる必要があると考えます。  

 まず、論点にも示されておりますが、賃上げ原資を確保できる経営力のある企業に人材

が集まる流れをつくることは重要だと思います。従来商品の単純な価格転嫁だけでなく、

ビジネスモデルを変革しつつ、商品MIX改善（高付加価値の商品、サービスの構成比率の向

上）でマークアップ率を引き上げているのが経営力のある企業だと思っております。付加

価値向上につなげる無形資産投資、知財戦略の練り上げ・実行などこそが経営力と思いま

す。 

 また、大手企業の事業再生時に、その一部事業が経営力がありビジネスモデルの異なる

中堅企業に譲渡され、そこで安定的で高賃金の雇用を確保できたケースも存在しておりま

す。 

 このように、支援の在り方としては、企業経営者に対し、高付加価値のビジネスモデル

への変革や、それを実現できる事業スポンサーが、これは同一産業内であるかは問わず、

Ｍ＆Ａや事業譲渡などの円滑な実現を支援することは有効と思われます。具体的には、企

業の取締役会での議論、投資家、そして中小企業については銀行の働きかけを促すことに

加えて、政府はビジネスモデル変革やＭ＆Ａ等のディスインセンティブとなっている制度

や慣習を洗い出し、見直していく必要があると考えます。 
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 また、今後、労働意欲のあるシニア層の労働機会拡大は極めて重要です。ジョブ型に近

い非ホワイトカラーの専門的技術的職業従事者の人手不足は極めて深刻で、今後、賃金も

上昇する可能性があります。一般ホワイトカラー層がシニアになっても働ける希望をかな

えるには、異なる職種への労働移動も可能となるリ・スキリングを支援すべきと思います。 

 そのためには、スキル標準が不明確な職種があれば、それを民間業界団体で整備、政府

もリ・スキリング体制を支援すること。企業に対しては、シニア層ホワイトカラーへのジ

ョブ型人事の導入や定年制の見直しに加えて、企業外のスキル習得をキャリア・アップの

選択肢として考慮できるよう、40代ぐらいから「キャリア・ガイダンス」の提供を促すこ

となどが考えられると思います。 

 以上でございます。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 続きまして、川邊委員、お願いします。 

○川邊委員 

 総理、御無沙汰しております。 

 いろいろと大変なのは察しがついておりますけれども、大丈夫だと思います。なぜなら

ば、日本経済は極めて好調だからです。日経平均株価も史上最高値を更新し、賃上げは今

年も上昇基調、そして、インフレはガソリン補助金などいろいろやられた結果、欧米ほど

にはならずとも、企業のマークアップ率は上昇し続けていると思っています。 

 これらの大半は、この２年半の間に新しい資本主義実現会議で議論、実行されてきたこ

とばかりだと思います。ですので、総理にはこの真実を国民にもっともっと説明していた

だきたいです。ほかのことでいろいろ説明しなくてはいけないことがいっぱいあるかもし

れないですけれども、経済のことをもっと説明していただきたいなと思っています。もち

ろん我々委員からも、これはこの会議から出てきていることだということは説明をしたい

と思っています。 

 好調な日本経済を絶好調にする策として、私が仮に何か１つ選べと言われるならば、そ

れは間違いなく全産業のさらなるデジタル化とAI化、それによる付加価値向上です。 

 私がおりますネットサービス業は、デジタル化、AI化の塊のような産業ですけれども、

今般の賃上げのトレンドが起きる前から恒常的に賃上げをしておりました。それは、GAFA

を代表とする世界的な会社との競争の中で、企業間における熾烈な人材獲得を繰り広げな

がらも、デジタル化によるイノベーションと、それによってサービスの付加価値を高めつ

つ、賃上げ余地を稼ぎ続けてきたことにより、継続的な賃上げが可能だったわけです。  

 ですので、今こそデジタル化、AI化によって日本の全産業の付加価値を増加させ、構造

的かつ継続的な賃上げ余地を生み出すべきです。そのためにも、企業のジョブ型雇用を推

進し、労働移動が当たり前の労働環境にしていくべきと思います。また、中小企業におい

てもデジタル化、AI化を進めることはマストです。どうやって進めるかに関しては、やは
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り大企業のデジタル人材の副業制度をより充実させ、大企業のデジタル人材が中小企業で

副業してデジタル化を進めるというような策を取られるといいと思っております。  

 ジョブ型雇用に移行しきれない人材もどうしても出てきてしまいます。そういう方々に

つきましては、政府によるリ・スキリング補助をより活性化すべきです。小耳に挟んだと

ころによると、この補助金の未消化率が高いそうです。これは、ジョブ型に移行できてい

ない企業では、「リ・スキリングしても報われない」と考える人が多いことに起因してい

ると思います。ですので、政府はこのような環境を変化させながら、リ・スキリング人材

が中小企業も含む日本企業全体のデジタル化、AI化に貢献していくような状況に一刻も早

く変えていってもらえればと思います。 

 加えて、プログラミングの基礎知識さえあれば、実際のプログラミングを生成AIに任せ

ることができる世界がすぐそこまで来ています。ですので、そのような状況に合わせたリ

スキリングプログラムと受講者の増大を一刻も早く行っていただければと思います。  

 頑張っていきましょう。 

 私からは以上です。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 激励ありがとうございます。 

 続きまして小林委員、お願いいたします。 

○小林委員 

 日商の小林です。 

 我々の調査では、61.3％の中小企業が2024年度の賃上げを実施するとしております。昨

年に比べて3.1ポイント増えています。モメンタムが広がりつつあると言えると思います。

また、所得減税も相まって、個人消費の回復につながることを期待します。  

 一方では、春闘の集計結果3.58％とありますが、毎月の勤労統計調査の結果は1.2％であ

ります。賃上げ率に開きがあるのです。春闘の対象ではない地方や小規模の事業者は約290

万社、全産業340万社のうち290万社は小規模零細企業であります。これらの賃上げの実態

をしっかり把握して、こうした企業まで賃上げの動きが広がるように、付加価値の向上あ

るいは価格転嫁を粘り強く進めていくべきであります。 

 建設、運輸、介護・看護等の企業活動、暮らしを支える業種の人手不足の解消も重要で

あります。公的価格あるいは公共工事の労務費単価、標準運賃の見直しの普及で賃上げの

環境の整備を図ることが急務であります。 

 また、労働移動の円滑化、これはもちろん異論はございませんが、中小企業は必要に迫

られる形で、既にタスクシェアあるいはシニアの継続雇用に取り組んでおります。  

 また、転職あっせんの動きが活発化する中で、多くの中小企業が人材の流出に極めて強

い懸念を持っているという点は十分御理解をいただきたい。 

 また、労働供給が制約される社会で、地方も含めて中小企業が成長していくためには、

省力化、人材育成、多様な人材の活躍等の自己変革に取り組まねばなりません。特に省力
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化に関しては、いわゆるブルーカラー、ホワイトカラーという区分けではなくて、リ・ス

キリングによってデジタルツールを最大限活用して、現場業務から企画や営業までこなす、

中小企業の中では、ブルーでもホワイトでもない、いわゆる「ライトブルー」と言うべき

働き方を広めていく必要があると思っております。労働移動の円滑化はもちろん重要であ

りますが、同時に中小企業の自己変革に向けた取組、すなわちデジタル化・ロボット活用

等の支援、また、公共職業訓練の抜本強化、シニア人材のマッチングなどの取組を進めて

いただきたいと思います。 

 以上です。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 続きまして、澤田委員、お願いいたします。 

○澤田委員 

 ありがとうございます。 

 それでは、論点案を中心に３点申し上げます。 

 １点目は本年の賃上げについてです。成長と分配の好循環の定着に向けて、今年は極め

て重要と考えております。関経連におきましても、会員に対し前年を上回る賃上げの実施

を強く呼びかけており、４％以上の賃上げの意向を示す回答企業の比率が昨年比20％以上

上回っております。本年の賃上げに対する各社の力強い姿勢が感じられますので、政府に

おかれましても、引き続き賃上げしやすい環境の整備に向けて御支援をお願いいたします。 

 ２点目は企業のマークアップ率向上と価格転嫁についてです。持続的な構造的賃上げを

果たすためには、企業が付加価値を高め、成長していくことが必要ですが、人への投資に

加えて、１つ目としてDX、AI、ロボティクスなどによる生産性の改善・向上やイノベーシ

ョンの創出を図るとともに、２つ目として、特に中小企業において労務費、人件費の増加

分の価格転嫁に向けた環境づくりが欠かせません。 

 生産性向上に関しては、個々の企業努力に加え、社会全体の構造改革も必要になります。

その一つが労働移動の円滑化であり、特に働き手のキャリア自立を促すための取組が欠か

せません。企業においても、DX、AI等、求めるスキル要件の明確化や能力開発やキャリア

形成を支援する人材育成施策、ポスティング制度など、魅力的な成長機会を提供するとと

もに、それらを社内外に見える化するということで、働き手のやる気に火をつけることが

必要です。また、求められるスキルを獲得すると、引く手あまたとなり、必然的に産業内

外での労働移動も進むと考えられますし、有能な方を惹きつけることができない企業は必

然的に統廃合の対象になっていくということが考えられます。 

 一方、価格転嫁に関する中小企業庁の調査結果では、価格転嫁の意識の高まりが徐々に

広がるとともに、価格交渉の状況が発注側企業の社名で公表されたことも大きなインパク

トを与えています。関経連でも特に発注者としての役割への理解と協力を会員企業に発信

していますが、政府におかれましても引き続きの御対応をお願いいたします。  
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 ３点目は年収の壁についてです。人手不足への対応やパートタイム労働者への賃上げ効

果の波及の観点からは、年収の壁の是正が重要であり、現状の短期的な対応にとどまらな

い税や社会保障など総合的な検討が必要です。中立的かつ不公平感の少ない負担に向けて、

社会保険の適用範囲の段階的な適用拡大とともに、働き方の選択などにおいて中立的な税

制にするなど、抜本的な見直しをお願いいたします。 

 以上でございます。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 続きまして、諏訪委員、お願いします。 

○諏訪委員 

 本日は３点申し上げたいと思います。 

 まず、中小企業の賃上げ、価格転嫁についてですが、多くの中小企業は防衛的な賃上げ

をしてまいりました。今年の賃上げは、労務費の価格転嫁などにより賃上げ原資を持続的

に確保できるかが大きな鍵を握ると思います。官民の取組により、価格協議や価格転嫁を

しやすい環境になってきたとは思いますが、まだ大企業の購買部門に十分に行き届いてい

ない状態でございます。いまだに10年前と同じ価格で作ってくれと言われる企業もあるそ

うです。 

 一方で、政府が価格転嫁を協議しなかった企業名を公表したのはかなり効果がありまし

た。ただ、商社を介して値下げの交渉を迂回するケースも増えてきていると聞きます。政

府におかれましては、労務費の転嫁指針の実効性の向上が必要だと思います。また、価格

転嫁を認めた企業の購買担当者が不利益を被らない評価の仕組みの導入が必要だと思いま

す。 

 次に、企業の付加価値、マークアップ率向上についてですが、賃上げ原資を確保するに

は付加価値向上が不可欠です。BtoBではパートナーシップ構築宣言の趣旨にのっとり、サ

プライチェーン全体で付加価値を向上させる取組が求められます。以前と比べ、大企業と

中小企業の間に大きな壁ができ、技術・生産情報が共有されず、中小企業の技術が高度化

しにくくなっております。中小企業の技術力が弱まれば、メイドインジャパンの信頼が揺

らぎます。また、中小企業の設備投資の強化に向けた税制支援措置が必要です。BtoCでは、

よりよい商品やサービスをより安くではなくて、より適正な価格で提供することが重要で

す。税制上、４月から飲食費の上限額が１万円に倍額となるようですが、飲食店の付加価

値向上に大きく寄与すると思っております。 

 最後に、中小企業の人材確保についてですが、人材確保は人材不足の中、極めて重要な

経営課題です。女性やシニア、外国人材などに加え、品質管理やデジタル化など、専門ス

キルを持った大企業の中高年層にも中小企業で活躍をしていただきたいです。また、中小

企業への就職を考える若手人材は、経営者の年齢を判断材料にしていると聞きます。事業

承継税制の活用などによる経営者の世代交代が極めて重要だと思っております。  
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 以上です。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 続きまして、十倉委員、お願いいたします。 

○十倉委員 

 ありがとうございます。 

 私からは、物価上昇を上回る構造的な賃金引上げに関して２点申し上げます。  

 １点目は、中小企業に関してであります。我が国全体の賃金引上げの機運を醸成し、構

造的な賃金引上げを実現するには、働き手の約７割を雇用する中小企業の賃金引上げが不

可欠であります。現在、経団連では、今年の春季労使交渉における経営側の基本スタンス

を示した「2024年版経労委報告」の周知活動を全国で約50か所にわたり展開しております。 

 そうした中、地方の中小企業の方々から、物価動向への対応に加え、人材の確保・定着

の観点から、ベースアップを含む賃金引上げを前向きに検討しているとの非常に心強い意

向が多く示されていると伺っています。こうした中小企業をサプライチェーン全体、社会

全体で後押しすることが極めて重要となります。経団連といたしましては、引き続きパー

トナーシップ構築宣言への参画企業の増加とその実効性の確保とともに、内閣官房と公正

取引委員会が昨年11月に公表されました指針を踏まえ、発注者、受注者双方に行動変容を

呼びかけ、ソーシャル・ノルム、社会的規範として、これを浸透させたいと考えておりま

す。 

 ２点目は、モデレートな物価上昇に関してであります。お配りになっている基礎資料の

３ページ目にありますように、実質賃金がプラス化した諸外国のいずれも、高い水準であ

った消費者物価上昇率の低下が先行する形で実現しております。我が国においても、政府、

日銀が目標とされる２％程度の物価上昇率の実現を前提に、ベースアップの実施と生産性

の向上を通じて、物価上昇を上回る賃金引上げを中期的に継続的に実施することが望まし

いと考えております。 

 民間企業による賃金引上げの取組と、政府、日銀による適度な物価上昇に向けた諸政策

の実施により、物価上昇を上回る構造的な賃金引上げを根づかせ、デフレからの完全脱却

に向けて、官民による連携が非常に重要となりますので、引き続きどうぞよろしくお願い

申し上げます。 

○冨山委員 

 資料７を御覧ください。 

 多分皆さんの議論のまとめ的な話になっていますが、川邊委員が言われたように、今、

明らかに結構よいところまで来ています。賃上げは確実にムーブメントになっていますし、

私は、大企業から中小企業までいろいろな会社を経営していますけれども、今、とにかく

人手が足りなくて、賃上げプレッシャーがすごいです。これは明らかにそうなってきてい

て、私の感じで言ってしまうと、統計数字とも正直違和感があるくらいです。  
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 事業再編・企業再編、ジョブ型シフトもみんなかなり頑張ってやっています。それから、

積極的労働移動、要するに賃金が上がるための労働移動、若手層は明らかにそういう動き

方を始めているので、そういった意味で機運は盛り上がっています。ただ、何人かが言わ

れたように、やはりジョブ型に関しては、今までとすごく違うのでみんな結構苦労してい

ることも事実です。とりわけ私の理解では、仕組みの問題と同時に、ジョブ型を経営する

人材というのは、従来と違うので、特に人事関係は結構大変なのです。ここは今大変なの

で、時間はかかるとは思いますが、ただ、確実に進んでいます。 

 それから、株価で分かるように、資本市場の活性化、資産所得向上はうまくいっていま

すから、何とかもう一越えで、デフレモードから転換することは間違いないと思っていま

す。 

 その一方で、この人材、人手不足の問題は実はまだまだ序の口であります。これからが

本番です。これは少子高齢化が原因なので、要するに人はこのように減っていくのです。

ここにあるように2040年で1100万足りなくなるという結果、これは多分一番ちゃんとした

調査なのですけれども、ですから、まだまだどの分野もこれからが人手不足の本番なので

すが、ただ、これは逆にてこにすると、要するに人手が足りないわけですから、変な話、

給料を払えないところは退出してもらって、あるいは事業再編でどこかに移ってもらうと

いうことをやっていいと思うのです。今、社会的問題は起きないので、すごいチャンスが

来ています。 

 それからもう一つ、AIと労働供給制約ということを２つ考えたときに、明らかにジョブ

シフトが起きている。さっき小林委員も言われていましたけれども、今までは左側の構図

なのです。ホワイトカラーが上のほうにいて、非ホワイトカラーが下にいるという構図で、

私はあえて「ライトブルー」を緑にしているのですけれども、多分右の構図へ行くのです。

恐らくホワイトカラーは上下に分かれていきます。要は、ローホワイトは確実にAIに置き

換わるので、アッパーホワイトと、それから、むしろ非ホワイトカラーが今まさに人手不

足なのですけれども、やはり人手不足で上に引っ張られます。かつ、ここはAIはほぼ補助

的です。私も実際に使っていますけれども、代替されません。むしろ生産性を上げる方向

に働くと思います。ですので、リ・スキリング、労働移動はこの二軸で考えたほうがいい

のだろうなと思っています。 

 最後に、これはまとめなのですけれども、要は、皆さんの議論は、マークアップの議論

にしても何にしても、結局付加価値労働生産性を上げましょうという話をしているのです。

ですから、ここに多分収れんするのだろうと思いますし、これに分配率を掛けたら賃金だ

し、総労働時間を掛けたらGDPです。 

 最後のページなのですが、今まで岸田政権でやってきたことを私なりに一覧表にしまし

た。私の関わっているところが主なのですけれども、結局、労働供給制約の時代にどうや

って持続的に賃金を上げるかということに実はちゃんと全部布石が打ってあります。例の

異次元の少子化対策も含めて全部布石が打ってあるので、ここは自信を持って、この布石
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をより明確に深くしていくということをやっていけば、必ず状況は転換すると思っており

ます。 

 以上です。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 では、続きまして平野委員、お願いいたします。 

○平野委員 

 ありがとうございます。 

 我が国が直面している労働力の絶対的不足についてですが、海外人材も価格上昇してお

り、問題に対処するためには、徹底的な自動化と効率化を追求する必要があります。  

 AIの導入による業務の効率化が鍵を握りますが、私からは４点お伝えいたします。 

 １点目、ノーコード・ローコードツールやAIを活用した自動化施策は、業務プロセスの

効率化を圧倒的に加速させます。例えば、私たちの事例でも事務オペレーションや開発作

業の生産性を３倍から５倍向上させることが可能となっています。 

 なお、開発の生産性を数倍程度上げられるということは、システム開発費を下げられる

ということですし、また、簡易的なプロダクトも多数出ていますので、中小企業も恩恵を

受ける土壌がそろってきています。 

 また、生産性の観点では、コミュニケーションコストの削減も重要な課題です。大きな

企業になればなるほど、コミュニケーションコストが肥大化していくと感じています。こ

ちらは今後AIの活用により、かなり削減できるようになるだろうという見立てを持ってい

ます。 

 ２点目、このような技術変革を最大限に活用するためには、技術部隊の内部化が不可欠

です。アメリカでは、内部化するという目的の下、スタートアップの買収が盛んに行われ

ています。買収についてはスタートアップ５か年計画でも施策の一つになっていますが、

より一層の後押しが必要だと感じています。 

 ３点目は経営層についてです。アメリカではAIツールの戦略的導入を意識し、具体的な

ツールに精通したチーフAIオフィサーを経営陣に迎え入れることで、デジタルトランスフ

ォーメーションを加速しています。しかし、残念ながら、日本ではこのようなデジタルツ

ールを活用する文化や体制が十分に根づいていないように見えます。このギャップを埋め

るためには、国内企業でも経営層にデジタルツールの活用を促進する専門家を迎え、組織

文化の変革を図る必要があります。 

 ４点目、AIだけでなくロボット技術も進化しており、医療、福祉、建設、運輸業などの

人手不足が著しい業界でも活用が期待されます。これらの施策を通じて、日本での物価上

昇を上回る、持続的な構造的賃上げを実現できるのではないでしょうか。労働市場の構造

的改革を進め、人手不足に対応しつつ、マークアップ率の向上、経済全体の生産性向上を

目指すべきです。今こそ、デジタル化と自動化の促進により、新たな労働機会を創出し、
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持続可能な成長を実現するための行動を起こすべきだと感じております。  

 私からは以上となります。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 では、続きまして松尾委員、お願いします。 

○松尾委員 

 これまで岸田政権では成長と分配の好循環ということで、人への投資、イノベーション

やスタートアップへの投資、DX、リ・スキリング等の議論と具体的な政策を進めてこられ

ました。これらは非常に正しい方向であったと思いますし、その結果として現在の賃金の

上昇、株価の上昇につながっていると思います。 

 また、AIの戦略においても、昨年からAI戦略会議の座長をやらせていただいております

が、生成AIのイノベーションに対してのスピード感、打ち手など、ここまでほぼノーミス

で来ていると思います。世界はすごいスピードで動いていますが、それに対して日本もす

ごいスピードで対応している、しっかりついていけているという状況で、こういったこと

は過去になかったことだと思います。 

 今日も総理がマーク・ザッカーバーグ氏と面会されるということをニュースでお聞きし

ました。昨年はG7の議長国として広島プロセスをしっかりと進めていただきましたし、米

国や欧州にも影響を与えることができました。今月にはAIセーフティ・インスティテュー

トができて、グローバルにも全く引けを取らないスピード感で進んでこられていると思い

ます。関係各位の御尽力に感謝いたします。 

 本日の論点に関してですけれども、まずマークアップ率の上昇に関して、コストを下げ

る上でも、また、トップラインを上げる上でも、AI、デジタルの活用が必須だと思います。

生成AIを活用した様々な自動化や効率化が可能で、需要予測やマーケティングなど、様々

に活用できます。 

 人の能力を引き出す上でも、AIとの補完的な関係は重要と思います。先日の芥川賞では、

九段理江さんという方が『東京都同情塔』という作品で受賞されましたが、その作品では

５％で生成AIの文章をそのまま使っているということをお話しされました。人とAIが協働

することで付加価値を出していくということがこれから増えていくのだと思います。  

 一方、建築や物流などの人手が足りない業界に労働移動を促すことも重要です。ただ、

そうした場合でも、一人一人がデジタル、AIを使いこなし、できるだけ生産性を上げてい

くことは重要だと思います。例えば介護の現場でも、デジタル、AIを活用することで作業

者の効率を上げ、質の高いサービスを提供し、従来は成り立たなかった経営を成り立たせ

るような事例も広がっています。こうした新しい時代のリ・スキリングによって、付加価

値の向上、賃金の向上につながっていくのだと思います。引き続きこれまでの施策を継続

し、さらなる成果につなげていただければと思っております。 

 以上です。 
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○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 続きまして、村上委員、お願いします。 

○村上委員 

 よろしくお願いします。 

 持続的な賃上げの実現を進めるためには、最低限の必要な条件として、日本経済全体の

生産性の向上に注力するという点に関しては異論はないかと存じます。その具体的な案の

一つとして、スキルあるいは能力に基づいた労働力需給の最適化を促すために、労働市場

の流動化を高める必要性が長年指摘されております。今回も会社の中、外における労働者

の流動性の向上の策というのが課題となっております。昨年の会議で同様の議論が行われ

た際、退職金の優遇措置を見直して、税制上の中立性を確保するということを提案させて

いただきました。これに関しては、なかなか議論が進捗しない部分もございますが、今回

こそはこのような制度の変更というものが日本企業、そして、日本経済の競争力につなが

るという点を丁寧に国民に説明して、かつ制度の移行に適切な時間をかけて導入していく

という点、こういったところを強調することで、こういった制度の変更というところに関

しても一歩力強い踏み込みができればと考えております。 

 ２点目ですけれども、労働市場が資産の形成に関する個人の意識に大きな影響を及ぼす

という点にも注目したいと思います。日本政府は資産運用立国実現の政策プランを去年取

りまとめまして、貯蓄から投資という動きが今、大変強い盛り上がりを見せております。

これを一過性のブームに終わらせないためには、国民のファイナンシャルリテラシーとい

うものを高めて、そして、個人が自助努力で資産を形成する動きを後押しする必要がある

と思います。 

 年功序列あるいは終身雇用というのが主流になっている会社ですと、どうしても退職金

であったり、あるいは年金を含む労働者の資産の形成を雇用側がほぼ丸抱えするという構

造になりがちです。アメリカでは1970年代に401kという確定拠出年金制度が導入され、転

職で会社が変わっても積み立てた年金の原資を持ち運べるというポータビリティーが担保

されたことを背景に、労働市場の流動性も高まりました。このような例を見ても、NISAと

いうものが普及することによって、個人の主体的な資産形成を促すだけでなく、転職の意

欲も高めるということにつながると考えています。 

 最初のポイントに戻りますけれども、退職金の税制の問題、あるいはNISA、こういった

制度を着実に整えていくということが、中長期的な労働市場の流動性を高めて、そして、

経済全体の活性化、構造的な賃上げにつながると考えます。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、続きまして米良委員、お願いいたします。 

○米良委員 
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 岸田政権下での株価最高値に日本経済の復興が見えてきたようだと思っております。  

 本日の本題である構造的賃上げの実現こそが本丸であり、価格競争を脱却し、付加価値

で勝負すること、労働市場改革など、いずれも賛成であります。 

 恒常的な賃上げを実現するためには生産性向上が不可欠であり、そのためにはイノベー

ションが重要だと思います。特にスタートアップ企業への支援が必要で、優秀な人材をス

タートアップに送り込み、新たな雇用を生むことができます。異業種からの転職を促進す

るために、より御支援いただければと思っております。 

 一方で、弱肉強食の経済社会において、機会の平等を追求することこそが民主主義の重

要な根幹だと思っております。実感なき好景気と言われるように、景気が好転しても、そ

の恩恵を享受できると感じられているのはまだ一部かなと思います。公的な支援金は短期

的には非常に重要だと思いますが、やはり長期的には個々人のスキルの向上というのが必

要です。 

 本日も以前も、冨山委員がおっしゃられていたとおり、やはり生成AIのようなテクノロ

ジーの進化によって、中途半端なスキルでは人のスキルが置き換えられてしまうリスクが

あると思います。地方の観光業など、人手が不足しているような部分を見て、求められる

人材と業界のニーズを考慮して支援策を行っていただければと思っております。  

 また、資産所得倍増プランで、NISAの拡充など、市場に滞留している資金を活性化して、

株式市場の恩恵を広く受けやすい状況にしたということは非常に効果があったなと感じま

す。しかし、資本市場というのは、その仕組み上、富裕層がさらに富を増やすという傾向

があり、格差が拡大するものだと思います。相対的貧困が進む中で、公的支援に加えて、

NPOや社会起業家、インパクトスタートアップなどの機能を強化し、共助を促進する仕組み

を構築することが重要ではないかと思います。 

 2022年のイギリスのNPOであるチャリティ・エイド財団の調査では、この１か月の間に慈

善団体に寄附をしたか等という問いに対して日本は、調査対象の119か国中ワースト２位

という結果だそうです。個人寄附額というのはアメリカの30分の１と言われています。イ

ンドでは、産業が成長するとともに企業の利益の２％が寄附に充てられるという法律がで

きていて、富める人のお金の一部が循環するという構造になっています。新しい資本主義

では、社会課題の解決を国だけではなく官民連携して解決していくというコンセプトがあ

ると思いますので、より金融市場を使って資金の好循環をつくり出す政策も同時に検討い

ただけたらと思っております。 

 以上です。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、柳川委員、お願いいたします。 

○柳川委員 

 資料９を御覧いただけますでしょうか。 
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 皆さん御指摘になったように、構造的・持続的な賃上げを実現するためには、まず労働

者の付加価値生産性を上げること、企業の側の付加価値生産性を上げること、それから、

より適切なマッチングが行われるようにすること。適切なマッチングというのは結局労働

移動の円滑化ということですけれども、この点でまず一つ、データの点は皆さん御指摘に

なったように、やはり今、例えばこちら側で人手不足が大きく起きているのですけれども、

片方で大企業で人手が余っているという話もあります。あるいは賃金も実はすごく上がっ

ている業種や人材もあるわけです。一方でなかなか賃金が上がらない人材もあるというこ

とで、マクロの平均的な数字を見るだけでは実は必ずしも全体が見えてこない。この辺り

はより正確な細かいデータを取る必要があるだろうと思っております。  

 企業の生産性上昇というのは、結局、皆さんがおっしゃったようなマークアップ率を高

めて稼ぐ力を上げるということですけれども、このときに必要なのはAI、デジタル化活用、

それから、中小企業などでは、再編であるとかＭ＆Ａだとか、こういうことを通じた競争

力の向上というのも重要だと思います。 

 労働者の側の付加価値、生産性向上に関しては、皆さん御指摘になったようなリ・スキ

リングが重要なのですけれども、ここに幾つか私が大事だと思うポイントを書いておきま

した。 

 一つは、やはり非正規の方々あるいは若い方々、こういう人たちの能力アップをしっか

りやっていくということが経済にとってはとても大事だと思います。これはやはり少子化

対策にもなります。それから、目に見えるスキルアップ機会がないと将来の安心感も出て

こないので、ここはやはり重点に置くべきかと思います。 

 それから、シニアの方々でまだまだ元気な方々にどれだけ活躍していただくかというの

もやはり大きなポイントになってくると思います。この点では、シニアの起業であるとか、

シニアの兼業を通じた地域への貢献であるとか、こういうことが重要で、そのためのリ・

スキリングというのも、すごく大きなデジタル人材になるとかということではなく、やは

り現実的なリ・スキリングが重要だと思います。 

 それから、これも何人かの方が御指摘されて、小林委員からライトブルーというお話が

ありましたけれども、やはり物理的に人が必要な分野というのはあるわけです。いわゆる

エッセンシャルワーカーと言われている人たち、ここの部分の人たちが圧倒的人手不足で

今困っているわけです。これは人を増やすのと、それぞれの人が２人分、３人分の仕事が

できるだけのデジタルを使いつつ、能力を高めていく。ここが今とても重要なところだと

思います。そのためのリ・スキリングが不可欠かと思います。 

 最後に、個人が大きなイノベーションを起こしていくのもとても重要で、ただ、個人の

ビジネス、スモールビジネス、あるいは米良委員がおっしゃったようなソーシャルビジネ

スは活性化しようとすると、大企業との連携をどうやっていくかというところが重要で、

連携というだけではなくて、価格転嫁をしっかりできるとか、優越的地位の乱用が起きな

いような競争政策を通じた取引のしっかりとしたガイドラインというのも必要だと思って
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おります。 

 以上でございます。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、芳野委員、お願いいたします。 

○芳野委員 

 ありがとうございます。 

 資料10で意見書を提出させていただいておりますが、労働者の視点から特に御検討いた

だきたい点について５点申し上げたいと思います。 

 まず１点目は、賃上げについて、今年の労使交渉の結果を踏まえ、６月の実行計画改訂

に向けた課題整理を今後の会議の中で行っていただきたいと思います。とりわけ、大企業

のみならず、労働組合のない中小企業や非正規雇用で働く人の持続的な賃上げに向けた課

題整理が重要です。 

 ２点目は、物価を上回る持続的な構造的賃上げについてです。マクロ経済と国民生活の

向上に資する賃上げについて、国民が明るい未来をイメージできるよう、大きな視点から

分かりやすくメッセージを発信していくべきです。 

 ３点目は、労働移動についてです。これまで述べてきたように、ジョブ型人事などの各

種人事制度は、産業や職場の実態に即して労使が主体的に決定するものであり、政府は指

針の事例集等を通じて企業支援に努めるべきです。 

 ４点目は、スキル標準についてです。技術・技能や経験を業界横断的に評価できる仕組

みの導入により、非ホワイトカラー職を含めた全ての働く者の処遇改善に結びつけていく

ことが重要であり、政府の積極的な支援が求められます。 

 ５点目は、役職定年や定年制などの見直しについてです。高齢者が年齢に関わりなくや

りがいを持って働くには、働きにふさわしい処遇や健康と安全の確保が重要であり、早急

に環境整備を進めるべきです。その際、制度の見直しによって解雇規制が緩和されること

があってはならないと考えます。 

 以上でございます。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、渋澤委員、よろしくお願いします。 

○渋澤委員 

 ありがとうございます。 

 新しい資本主義とは、取り残さない包摂性がある資本主義と考えているので、中小企業

に勤める方々の構造的な賃金アップは同グランドデザインの一丁目一番地になると思って

おります。 

 また、中小企業イコール下請業者を脱却する意識改革が大事だと思っております。下で
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はなく、付加価値を提供する価値創造のパートナーという意識づくりを新しい資本主義で

位置づけることが重要だと思います。 

 価格転嫁を受け入れる消費者マインドは好転しています。ただ、それには価格が価値に

見合うことが前提だと思います。BtoBの中小企業であっても、自己変革によって高品質・

納期厳守など、競争力を高めることが構造的な賃上げにつながります。 

 人手不足は中小企業にとって死活問題でございます。ただ、多くの従業員の構造的な賃

金アップにもつながります。大企業だけではなくて、中小企業の労働移動の円滑化も推進

すべきだと思います。そういう意味で、中小企業の全ての賃上げが目標設定されると、中

小企業の新陳代謝による競争力の向上の足かせになるおそれが生じるかもしれません。ス

タートアップだけではなく、自発的廃業も促進する制度も必要ではないでしょうか。  

 日本の新しい時代に合う労働慣習でございますが、その中で高齢化少子化社会において

シニア層の労働力は極めて重要だと考えております。ただ、同一組織の中に昭和型の年功

序列の温存につながらないような人事制度の工夫が重要と考えております。 

 資産運用立国で全員株主という意識改革が重要だと思っています。今まで日本企業は株

主還元だけを優先し、従業員の賃金は取り残されているという批判もあります。ただ、加

入している年金制度の株式投資への資産配分、あるいは年金サプリとしてつみたてNISAを

活用し、従業員は株主であり、そして、企業の利益の還元の恩恵を受けているという意識

改革が重要だと思います。積極的に中小企業の職域NISAの促進する指針を示すべきではな

いでしょうか。 

 最後に、物価上昇、賃金アップの好循環ができたときの課題ですが、新しい資本主義の

討議の中に金融財政政策の検討は不可欠と考えております。特に物価上昇は賃金アップに

つながる。そして、政府が長年目指していた政策目標であるデフレ脱却が実現された場合、

よい金利上昇の環境を促すことが重要で、議論を深化すべきと考えております。 

 金利上昇の側面で財政とセットで考えたときに、低額所得減税は狙いである実質賃金の

アップよりはばらまきにしか見えなくて、評価につながらないと懸念しております。 

 最後に、一方、新聞報道では岸田政権の支持率が低いということが一般的な論調になっ

ておりますが、昨今の株式市場の動向から判断するに、内外の評価はすこぶるよく、引き

続き揺るがない姿勢で政策立案をお願いしたいと思っております。 

 以上でございます。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、閣僚からの御発言をお願いします。 

 鈴木大臣、どうぞ。 

○鈴木財務大臣兼金融担当大臣 

 資産運用立国実現プランについてお話をさせていただきたいと思います。  

 昨年10月に本会議の下に私を座長とする資産運用立国分科会を設置し、12月に資産運用
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立国実現プランを取りまとめました。 

我が国において成長と分配の好循環を実現していくためには、家計の安定的な資産形成、

金融商品の販売会社における顧客本位の業務運営の確保、企業の持続的な成長と企業価値

向上、資産運用業やアセットオーナーの運用力向上など、投資に関与する各主体をターゲ

ットとした取組を行っていくことが重要です。 

実現プランには、そのための各種施策を盛り込むことができたと考えております。関係

省庁と連携の上、各種施策を着実に実行し、我が国経済の成長と国民の資産所得の増加に

つなげていきたいと考えております。 

 資産運用立国実現プランの文書そのものは資料11で提示させていただいております。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございました。 

 それでは、締めくくりの御発言を総理からお願いしたいと思いますが、先にプレスを入

れてください。 

 

（報道関係者入室） 

 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 それでは、岸田総理、締めくくり発言をお願いいたします。 

○岸田内閣総理大臣 

 本日は、この春の実行計画の改訂に向けて、短期の課題に加えて、我が国に物価上昇を

上回る持続的な賃上げを定着させるための方策について議論を行いました。  

 足元では、経済の重要な指標である株価について、日経平均株価が史上最高値を更新し、

４万円台も視野に入ってきました。今こそ、デフレ心理とコストカットの縮み志向経済か

ら完全に脱却し、物価が適度に上昇する中で、それを超えた賃上げが消費を後押しし、そ

の結果、新たな投資を呼び込む好循環を実現する経済を目指してまいります。 

 その際の鍵となるのが、物価高に負けない賃上げです。今年は所得税・住民税減税等も

加え、物価高を上回る可処分所得を実現しますが、好循環を来年以降も続けていくために

は、春季労使交渉の議論に加え、労働生産性やマークアップ率向上を通じた付加価値の拡

大が不可欠です。 

 労働市場改革を進め、我が国企業が能力ある若手や労働意欲のあるシニア層に労働機会

を提供できるようにするとともに、非ホワイトカラーの職種についても、スキル標準の整

備などを通じ、ノウハウのある労働者が高い賃金を得られる構造を作り上げます。 

 非正規雇用労働者の就労意欲を高めるため、106万円・130万円の年収の壁に対する支援

策の活用拡大を図ります。 

 ジョブ型人事の導入促進については、企業の実態が千差万別であることに鑑み、自社の

スタイルに合った導入を各社が検討できるよう、導入している多数の企業に御協力をいた
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だき、導入のプロセスや内容について指針を取りまとめ、多様な情報提供を進めます。 

 企業側には、人手不足の中で、仕事をしたいシニア層に仕事の機会を提供するため、個々

の企業の実態に応じて、役職定年・定年制の見直しなどを検討いただきたいと思います。 

 この春の実行計画の改訂に向けて、委員の皆様方及び関係大臣におかれては、引き続き

御協力をいただきますようお願いを申し上げます。 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 ありがとうございます。 

 それでは、プレスの皆さん、退室をお願いします。 

 

（報道関係者退室） 

 

○新藤新しい資本主義担当大臣 

 皆様、それぞれ御多用の中、大変ありがとうございました。 

 以上をもちまして、本日の会議を終了いたします。ありがとうございました。 


